
	

	
定	 	 款	 	



一般社団法人	 チームアダプテーション	

	

第１章	 総	 則	

（名称）	

第１条	 当法人は、一般社団法人チームアダプテーション（以下、当法人）と称する。	

英文名は「Team	Adaptation」とする。	

（主たる事務所）	

第２条	 当法人は、主たる事務所を埼玉県吉川市に置く。	

（目的）	

第３条	 当法人は、障害者をはじめとするマイノリティ性を多くもつ人、ならびにその家族	 	 	

	 	 	 	 を排除しない社会の実現を目的とし、その目的に資するため、次の事業を行う。	

	 (1)マイノリティ性を多くもつ人が参加、利用しやすいスポーツ・文化サービス事業	

	 (2)マイノリティ性を理由とした排除をなくすために必要な調査・研究・教育事業	

	 (3)その他、当法人の目的を達成するために必要な事業	

（公告の方法）	

第４条	 当法人の公告は、当法人の主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法によ	

	 	 	 	 り行う。	

	

第２章	 社員及び会員	

（法人の構成員）	

第５条	 当法人には次の会員を置き、正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関す	

	 	 	 	 る法律（以下「一般法人法」という）上の社員とする。	

	 (1)正会員	 	 当法人の目的に賛同し、事業に協力するために入会する個人及び団体	

	 (2)特別会員	 当法人の目的に賛同し、事業の顧問となる個人及び団体	

	 (3)賛助会員	 当法人の目的に賛同し、事業を賛助するために入会する個人及び団体	

（入会）	

第６条	 当法人への入会手続きは次の手順で行う。	

(1)正会員として入会しようとする者は、正会員１名の推薦を得て、入会申込みを事	

務局に提出し、申込み後、理事が可否の審査を行いその結果を速やかに申込者に

通知する。	

(2)特別会員として入会しようとする者は、正会員２名の推薦を得て、入会申込みを	

事務局に提出し、申込み後、理事が可否の審査を行いその結果を速やかに申込者

に通知する。	

(3)賛助会員として入会しようとする者は、入会申込みを事務局に提出し、理事は正	



当な理由がない限り、入会を認めなければならない。	

２	 理事は、前項の者の入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をもって

本人にその旨を通知しなければならない。	

（会費等の負担）	

第７条	 正会員、特別会員、賛助会員は、当法人の事業活動に経常的に生じる費用を充てる	

	 	 	 	 ため、社員総会において別に定める年会費及び会費を納入しなければならない。	

（退会）	

第８条	 正会員、特別会員、賛助会員は、社員総会において別に定める退会届を提出するこ	

	 	 	 	 とにより、任意にいつでも退会することができる。	

（除名）	

第９条	 正会員、特別会員、賛助会員が次のいずれかに該当するに至ったときは、一般法人	

	 	 	 	 法第４９条第２項に定める社員総会の決議により、当該会員を除名することができ	

	 	 	 	 る。	

	 (1)当法人の定款、その他の規則に違反したとき	

	 (2)当法人の名誉を傷つける、又は目的に反する行為をしたとき	

	 (3)その他除名すべき正当な事由があるとき	

（会員資格の喪失）	

第 10 条	 正会員、特別会員、賛助会員は、次のいずれかに該当するに至った場合には、そ	

	 	 	 		 の資格を喪失する。	

	 	(1)退会したとき	

	 	(2)当該会員が死亡又は解散若しくは破産したとき	

	 	(3)１年以上会費を滞納したとき	

	 	(4)除名されたとき	

	

第３章	 社員総会	

（構成）	

第 11 条	 社員総会は、正会員をもって構成する。	

（開催）	

第 12 条	 定時社員総会は、毎事業年度終了後３ヶ月以内に開催するほか、必要がある場合	

	 	 	 	 	に開催する。	

（招集）	

第 13 条	 社員総会は、理事が招集する。	

２	 社員総会の招集通知は、会日より２週間前までに社員に発する。	

（議長）	



第 14 条	 社員総会の議長は、理事がこれに当たる。	

（議決権）	

第 15 条	 社員総会における議決権は、1社員につき 1個とする。	

（決議）	

第 16 条	 社員総会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、総社員の議決権の過半	

									数を有する社員が出席し、出席した当該社員の議決権の過半数をもって行う。	

（議事録）	

第 17 条	 社員総会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。	

２	 前項の議事録には、議長及び出席した理事が、これに署名又は記名押印する。	

	

第４章	 役	 員	

（役員の設置）	

第 18 条	 当法人の理事は２名までとし、各自、当法人を代表する。	

（役員の選任）	

第 19 条	 理事は、社員総会の決議によって社員の中から選任する。	

２	 理事のうち、理事のいずれか１名とその配偶者又は３親等内の親族（その他当該理事

と政令で定める特別の関係がある者を含む。）である理事の合計数が理事総数の３分の

１を超えてはならない。	

（役員の任期）	

条 20 条	 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定	

									時社員総会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。	

（役員の解任）	

第 21 条	 理事は、社員総会の決議によって解任することができる。	

（報酬等）	

第 22 条	 理事の報酬等は、社員総会の決議をもって定める。	

	

第５章	 資産及び会計	

（事業年度）	

第 23 条	 当法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。ただし、	

									初年度についてはこの限りでない。	

（事業計画及び収支予算）	

第 24 条	 当法人の事業計画及び収支予算については、毎事業年度の開始の前日までに理事	

									が作成し、直近の社員総会において承認を受けなければならない。これを変更す	

									る場合も、同様とする。	



（事業報告及び決算）	

第 25 条	 当法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事が次の書類を作	

									成し、社員総会において承認を受けなければならない。	

			(1)事業報告	

			(2)損益計算書	

（剰余金）	

第 26 条	 当法人は、剰余金の分配を行うことができない。	

	

第６章	 定款の変更及び解散	

（定款の変更）	

第 27 条	 この定款は、社員総会の決議によって変更することができる。	

（解散）	

第 28 条	 当法人は、社員総会の決議その他法令で定められた事由により解散する。	

（残余財産の帰属）	

第 29 条	 当法人が清算をする場合において有する残余財産は、社員総会の決議を経て、公	

									益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第 17 号に掲げる法人	

									又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。	

	

第７章	 補	 則	

（設立時の役員）	

第 30 条	 当法人の設立時理事は、次のとおりとする。	

	 	 設立時理事	 	 	 古川	 将士	

	 	 設立時理事	 	 	 岩田	 美晴	

（設立時社員の氏名及び住所）	

第 31 条	 設立時社員の氏名及び住所は、次のとおりである。	

							住所	 	 	 	 	ＸＸＸ	

	 	 	 	 	 	 設立時社員	 	 	 古川	 将士	

							住所	 	 	 	 	ＹＹＹ	

設立時社員	 	 	 岩田	 美晴	

（法令の準拠）	

第 32 条	 この定款に定めない事項は、全て一般法人法その他の法令に従う。	

	

以上、一般社団法人チームアダプテーション設立のため、この定款を作成し、設立時社員

が次に記名押印する。																																										令和３年１０月２７日	


